
第14分科会

東日本大震災から約半月が経過した 4 月 1 日、文部科学副大臣は「ボランティア活動のため
の修学上の配慮」を求める通知を発表した。また、平成 28 年熊本地震から 2 週間ほどが経っ
た 4 月 27 日、再び文部科学省は高等教育局長により同種の配慮を求める通知を発表した。

いわゆる 15 回授業などを強く指導する方針が貫かれる中で、大規模災害の発生時には、な
ぜこのように弾力的な運用が是とされるのか。改めて阪神・淡路大震災以降の学生ボランティ
アの動きに焦点を当て、非常時においてフィールドで経験する実践的な学びの意味と、日常的
にデスクとフィールドを往復する学びの意義を比較し、アクティブラーニング時代の学びのシ
ステムとスタイルを検討する。

報告者
松田　曜子	（長岡技術科学大学　環境社会基盤工学専攻　准教授）
石原　凌河	（龍谷大学　政策学部　講師）

コメンテーター
木村　　充	（東京大学　大学総合教育研究センター　特任研究員）

コーディネーター
山口　洋典	（立命館大学　共通教育推進機構　准教授）

参加人数
17名

災害復興支援活動における現場の教育力
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〈第 14分科会〉

災害復興支援活動における現場の教育力

１．分科会のねらい
第 14 分科会は「災害復興支援活動における現場の教育力」と掲げた。1995 年度に FD フォーラムが開催

されて以来、災害復興や震災ボランティア等が取り上げられたことはなかった。そうした中、本分科会では、
企画趣旨にも示したとおり、災害復興そのものをテーマにするのではなく、災害復興支援活動においては
圧倒的に現場が重視されることに着目し、改めて日常的な学びのシステムとスタイルを見つめ直すことを
狙いとした。しかし、2016 年度の FD フォーラムに設けられた 15 の分科会のテーマを見渡してみれば、「共
創」（第 1 分科会）、「ラーニングコモンズ」（第 9 分科会）、「教育の可視化」（第 11 分科会）、「インタラクティ
ブ・ラーニング」（第 12 分科会）、「教室の中と外」（第 13 分科会）と、地続きの関心が見え隠れする分科
会が並ぶことになった。

時代はアクティブ・ラーニング真っ盛りである。第 14 分科会は、こうした時代の潮流に対して批判的な
視点も重ねて構想・設計された。事実、企画の趣旨文の冒頭でも、東日本大震災発災当初に、また平成 28
年熊本地震においてもまた、文部科学省が「ボランティア活動のための修学上の配慮」を求める通知を発
表したことに触れた。アクティブに学ぶこと、もっと言えば学習者がアクティブであることが学びの環境
において重要であることは論を待たないのだが、ことさらそれが重要であることが国によって強調され、
施策によって（時に競争的資金の配分という手段を伴って）実践の方向が誘導されることに対しては、一
定の構えを持ってよいのではなかろうか。

そこで、第 14 分科会では、震災救援や災害復興の実践に携わってきた若手教員らにより、支援の現場か
ら見た大学におけるカリキュラムの課題と教育実践の今後の展望を見つめることとした。予め組み立てた
タイムスケジュールでは、企画者から開催趣旨の説明の後、参加者どうしで問いを掘り起こし、関心を共
有した上で話題提供とコメント、そして午後の論点設定のための対話を行うこととしていた。ところが、
想定内か、想定外か、会場規模に対して参加者の数には余裕のある中で開始することとなり、当初のスケ
ジュールは弾力的に取り扱うことをお認めいただいた。

以下、第 14 分科会の内容を紹介していくこととするが、小規模の分科会ということもあって、第 14 分
科会は FD フォーラムにおける一つの型である「報告→全体討議」という枠組みに収まっていない。そこで、
企画者による総括文は、分科会当日のルポルタージュとして見立てていただきたい。つまり、以下にまと
める文章は、参加者を対象に報告者が主体となる分科会ではなく、参加者が主体的にテーマに向き合える
よう趣向を凝らした分科会の記録である。ここに、数ある分科会から選び、積極的な参画を得た皆さまに
謝意を表し、概要を記していくこととしよう。

２．対話と報告と議論の概要
10 時の開会の後、「レジュメ・資料集」の内容に

基づき、企画者から趣旨説明がなされた。当日用い
たスライドを後段に納めているが、番号で言えば 1
番から 7 番までを語った。そして、全体のタイムス
ケジュールを紹介した上で、近くにお座りの 3 ～ 4
人でグループをつくり、第 14 分科会を選んだ背景を
語り合うワークを実施した。各グループで語り合わ
れた内容は、報告者への問いとして文体を整理の上
で簡潔に A4 版用紙に転記するよう促した結果、19
の問いにまとめられることとなった。
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そして当初のスケジュールからは 5 分ほど遅れて、2 名の報告者から話題提供がなされることになった。
まずは工学と経営学の両面から価値追求を図るビジネスエンジニアリングを修めた石原凌河・龍谷大学政
策学部講師から、「災害復興現場と大学教育とをつなぐ 2 つのアプローチ～『過去の現場』と『現場の主体性』」
と題し、お話いただいた。続いて、土木計画学を修めた松田曜子・長岡技術科学大学環境社会基盤工学専
攻准教授から、「技術者教育と住民の防災・復興の現場」と題してお話いただいた。それぞれの話題提供では、
参加者から投げかけられた 19 の問いにも意識が向けられた。

石原講師からは、アクティブ・ラーニング等では現場での立ち居振る舞いが重視されるものの、災害復
興への関わりでは「過去への主体性」という視点が重要となると示された。それは自身が博士前期課程の
折に東日本大震災が起きたが、当時でも未だ阪神・淡路大震災について向き合っている人がいることに触
れた経験を得たことから、「当たり前に目の前の人に向き合う」大切さを痛感したことによるという。その
上で、15 回授業を通して評価するという学びのシステム化によって見過ごされることの多さや個別の語り
から全体をつかむことの難しさを指摘し、二次資料を用いて問いの先鋭化を図ることで学習者は自らの至
らなさが理解できること、教育実践では変革をもたらすことよりも価値を共に発掘していく協働の機会と
することが重要ではないかと問題提起がなされた。

松田准教授からは現場への丁寧な関わりを通してこそ「技術の翻訳者」が養成されると示された。つまり、
技術者教育では、単に技術に精通し、卓越した技能を習得するだけでなく、広く一般に専門家の立場から
自己責任論を押しつけないようにすることが大切だ、という問題提起である。具体的な事例としては、能
登半島沖地震の際、鳥取県智頭町で開発された四面会議という合意形成の手法を用いて、公的な制度では
行き届かない部分を民間支援者が貢献できたことが紹介された。そして、被災の後に手続きの中に絡み取
られてしまう市民に対し、技術者が持つべき姿勢とは、観察して現場を去る「シングルループ」ではなく
対話を通して現場に関わる「ダブルループ」だと投げかけた。

当初は 20 分から 25 分の話題提供としていたが、19 の問いにも触れたことで各々 30 分あまりをかけてな
された 2 本の報告に対し、木村充・東京大学 大学総合教育研究センター特任研究員が、教育工学の観点か
らコメントした。木村研究員は、2012 年度から立命館大学サービスラーニングセンターによる地域参加学
習のプログラムの受講生および受入団体に対する調査を行っており、その結果から大学地域連携における
20 の阻害要因を示した。そして、参加型学習においては、現場から学生に対して信頼が寄せられ適切な評
価がなされるとき、オープンな関わりを通して現場に関わることが歓迎され期待されていると学生が感じ
ているとき、受講生も受入団体も高い満足度をもたらし、プログラムが継続的に展開されることが明らか
になったという。ちなみに、石原講師は社会工学、松田准教授は土木工学、木村研究員は教育工学、そし
て企画者（山口）はもともと環境システム工学（現在は社会心理学の一分野であるグループ・ダイナミッ
クス）と、それぞれ社会的な問題の解決を命題とする学問分野を修めてきたという共通点を持っている。

３．報告に対する質疑と全体討議の内容
グループワークでの問いの掘り起こし、それを踏まえた 2 本の報告、そして比較調査から導かれた現場

の教育力に関するコメント、これらで昼休みを迎えることとなった。そのため、参加者から冒頭に寄せら
れた質問のうち、報告とコメントでは触れられていないと思われた事柄に対して、4 つのキーワードが提示
され、午後のグループワークへの論点設定がなされた。具体的には、リテラシー教育、現場滞在時間、言
語化、倫理の 4 つである。それぞれ、現場での対人援助活動等を授業に組み込む上で必要なこと、成績評
価を行う上で絶対的に求められること、現場体験を単位取得のためだけに終わらせないために重要なこと、
そして正課・正課外を問わず参加型学習の推進にあたって大学側に求められること、それら 4 点に対して
の視点である。

ポスターセッション等がなされることもあって、長めに設定された昼休憩の後には、何人かの参加者が
会場を後にされた。そのため、当初のプログラムを変更し、まずは残った方々から、最初に投げかけられ
た 19 の問いのうち、ご自身が掲げたものに対する意図と、午前中の議論とコメントを踏まえた理解やさら
なる疑問を語っていただくことにした。一人ひとりにご自身の立場と、内容の理解、そして新たな問いが
語られた後、木村研究員、松田准教授、石原講師の順に、議論に対する補足がなされた。このように、参
加者との対話を重ねた後、報告者とコメンテーターのそれぞれをグループリーダーとしたテーマ別グルー
プトークを行うこととした。
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グループトークの前には、企画者から、そもそもこの分科会で行いたかったこととして、アクティブ・ラー
ニングにおける原因と失敗のマンダラづくりがあったこと、またボランティア活動を組み込んだ正課科目
の例として立命館大学サービスラーニングセンターの取り組みについて説明がなされた（スライド 20 ～
32）。これは、愛知産業大学などの大学間連携により取り組まれた平成 26 年度文部科学省 「産業界ニーズ
に対応した教育改善・充実体制整備事業」の成果報告書「アクティブラーニング失敗事例ハンドブック」

（https://www.nucba.ac.jp/archives/151/201507/ALshippaiJireiHandBook.pdf）を参考にしたものであった。
しかし、人数が減ったこと、さらには午前中の議論を踏まえ、方針を変えることを認めていただくことに
した。一方で、因果関係を探ることを通して学習プログラムの展開プロセスについて紐解くことができそ
うだ、と、マネジメントへの関心を高めることができた。

参加者と話題提供者・コメンテーター・企画者との混ざり合いを重ねた上で、3 つのテーマにあわせてグ
ループトークが行われた。石原講師は「地域協働における信頼関係の構築」、松田准教授は「専門教育にお
ける現場実践のあり方」、木村研究員は「主体性を育む教育実践の方法論」と、それぞれの発表内容に即し
たテーマが掲げられ、参加者は各々の興味に基づいてグループに分かれていった。そして、約 40 分にわたり、
意見交換が重ねられた。その後、各グループから意見交換の内容が共有された。

以下、参加者の声をいくつか紹介しよう。例えば、「参加者から担い手に」「正課と課外の両方でボランティ
アの機会を提供」「教員と学生、教員と職員、職員と学生、まずは内部の信頼関係づくりから」などである。
冒頭に示したとおり、大学教育の外発的にも内発的にも制度化が促されて久しい。その中にあって、第 14
分科会は、非常時の動きを見つめる中で、改めて日常的に学生たちの学びと成長をどのように支えるのか、
その担い手に求められる素養を深める機会となった。

閉会にあたり、企画者からは、米国の教育学者 David Kolb による経験学習の理論（Experimental 
Learning Model）を紹介した。これは 4 つの観点を時計回りに循環させていけば、より効果的な学習がも
たらされるとするものである。ELM を援用するにあたって重要なことは、個々人の趣向や特性などを踏ま
え、現場への関心は「する（行動派）」「感じる（感覚派）」「見つめる（観察派）」「考える（頭脳派）」、こ
れらどの要素から取り掛かってもよいが、よりよい学びのためには自らが取り掛かった次のモードへと関
心を移行させる（時計回りに一つ進める）ということである。第 14 分科会の参加を通し、行動派の人は自
らの感覚を研ぎ澄ます、感覚派の人はご自身の周りの環境を見つめ直す、観察派の人は過去と未来をつな
ぐための手立てを考え抜く、そして頭脳派の人は策におぼれることなく自ら率先して動く、そうしたモー
ドに変わっていただければと願っている。

最後に、話題提供の前にグループワークを行い、先に質問を集め、想定していたタイムスケジュールを
大胆に変更し、対話を重視する分科会運営に寛容で
いただいた参加者のみなさん、話題提供者及びコメ
ンテーターのみなさん、そして進行を補助いただい
た大学コンソーシアム京都のスタッフの方々に謝意
を表したい。ちなみに後半のグループワークでは、
偶然にも学生生活支援を担当する職員の方々だけの
グループができあがった。教職協働といった理念が
先行するだけでなく、立場を超えて、よりよい場づ
くりが重要となることは、復興支援はもとより、こ
うしたささやかな出会いと気づきと学びの場におい
ても変わりない。以下、話題提供者からのコメント
が続くが、相互交流を通して、企画側にもまた気づ
きと学びが多い分科会となったことを誇りとした
い。　

コーディネーター　山口　洋典（立命館大学　共通教育推進機構　准教授）
（gucci@fc.ritsumei.ac.jp）
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図：体験学習の循環過程

FDフォーラムに参加して

長岡技術科学大学工学部環境社会基盤工学専攻防災システム講座　松田　曜子

東日本大震災以降、多くの大学教員が「学生を被災地に送る」という内外圧にさらされていることを実
感した。一般的に、他人と関わったり、未知の物ごとに飛び込まなくても、情報が十分に得られる環境に
ある今の学生を、誰でも彼でも構わずに「被災地」にさえ連れて行けばなんらかの「学び」が得られると
いうのは、どう考えても乱暴な議論である。では、一体教員、職員の側はその道筋を確たる物にするため
に何を準備すれば良いのかというのが、この分科会の参加者に概ね共通した問題意識だったかと思う。そ
こに石原先生は、PBL（Project Based Learning）科目という実践的な授業デザインの経験から、「現場の人々
との事前・事後の十分な対話が重要」という示唆をいただき、木村先生にはそれを「リフレクション」の
概念からまとめてくださった。

一方私は、土木技術者教育に携わる現在の身分上「技術者教育」という側面に着目して話題提供を行った。
その要点は以下の通りである。

土木に限らず、科学技術を社会に実装する工学分野において、かつての多くの問題は個別技術の内部に
課題があったが、現在では細分化された技術と技術のすき間に課題が生じる。特に私が専門とする社会基
盤計画において、専門家が広く国土計画の立案に寄与していた時代の検討対象は「空間」であったが、現
在ではその対象が「人の行動」に移りつつある。そのような時代においては、科学技術の言葉を操る技術
者の他に、科学の言葉と市民の言葉の翻訳ができる人材も同等に重要となるだろう。

大学では「科学の言葉」を机上の講義で学ぶ。「市民の言葉」ももちろん机上でも学ぶことができるが、
目的意識を持って社会に出て、実際に対話の機会を持つことがなによりも「翻訳者」としての技術を身に
つけるための上質な教育の機会となる。例えば、計画学では社会調査の手法について学ぶ機会があるが、
足湯ボランティア等の機会を通じ被災者と対話をすれば、その複雑な心情は「４つの選択肢から２つを選
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択する」ような単純なモデル化は成り立たないことを経験的に学ぶことができるだろう。政策立案に市民
参加が欠かせない時代だからこそ、市民の意見表明を求めるために行う調査設計を行う技術者が、先のよ
うな経験的学びを得ておくことの価値は高くなっている。

私の話題提供では直接「ボランティア」の経験について触れなかったため、これが今回の議論にどの程
度貢献したかは定かではないが、後のグループワークでは「専門家教育」をテーマとして参加者の方々と
活発に意見を交わすことができた。

特に印象的なのは、専門家教育を行う大学が提供する「実習科目」と「ボランティア活動」の違いに関
する議論である。私も含め議論の参加者はいずれも、「実習科目」は事前・事後の準備も時間を掛けて行われ、
また学生には現地での活動も「専門技術を習得中の身分としての学び」に昇華させるための報告、議論の
機会を必ず課している。これに比べてボランティアはあくまでも学生の自発的意思に基づく活動なので、
出席を強制したり、単位を認めたりするのは誤っているという結論に至った。ただ、全ての大学が私のグルー
プの参加者のように一つの目的を持った専門家教育を行うわけではない。いわゆる「文系学部」などより
広い教育目標を掲げる大学や教養教育学部においては、「ボランティア活動」が我々の議論していた「実習」
科目と同等の経験的な学びの機会となる場合もあろう。重要なのは、事前・事後の準備と報告、議論の機
会を持ち、その内容を評価できるかであり、この点がクリアできれば「ボランティア活動」を講義や単位
として認めることも、常に否定されるわけではないと思う。

なお、理想を述べるならば、専門家教育を受ける学生が実習を通じ身につける「プロ」の視点と、ボラ
ンティアに臨む際の「アマチュア」視点の「差異」を感じ取る経験ができればなお良い。特に被災地復興
の現場では、「プロ」の技術にもとづく安心感と、「アマチュア」が何も知らずに相手をする故に得られる
信頼感の双方が作用しているからである。こうした差異を感じ取るセンサーの感度を上げることも翻訳者
たる技術者として求められるスキルのひとつではないかと思う。

 
FDフォーラムに参加して

龍谷大学政策学部　石原　凌河

「災害復興支援活動における現場の教育力」というフォーラムでの話題提供者という立場でありながら、
災害復興や防災をテーマとした現場教育を担当している一教員としてたくさんの気づきを得ることができ
た。筆者の能力不足により、この気づきを上手く咀嚼して文章としてまとめるにはまだまだ時間がかかり
そうである。そのため、特に現場教育を今後発展させていくための気づきとそれに対して筆者が考えた点
について、下記に箇条書きで記しておく。

・松田先生からの話題提供から、学生の現場でのフィールドワークや調査が盛んに取り組まれているにも
関わらず、学生の成果は出てこなかった事例をご紹介いただいた。地域の方々は調査の対象になっても、
それがどのような成果になったのを知らないことが意外と多いのかもしれない。

・松田先生の話題提供から、土木工学の近年の研究領域として、物理的空間だけでなく、広く人も含めた
社会的な課題や、細分化された技術の隙間が主要課題になりつつあることと、専門家が発する言葉を一般
市民へと翻訳できるような人材育成がますます必要とされることを教わった。その際には技術者の言葉を
しっかり学んでおくこと、すなわち専門教育を学ぶことと、一般市民に翻訳できるように意識的に現場に
関わるという２つのアプローチをバランスよく学ぶことが大切であることを紹介いただいた。専門家の言
語を翻訳するにあたっては、素朴な思いを伝える「観察言語」と、理論的な解としての「理論言語」に加
えて、大阪大学の渥美先生が提唱されている現場の方言としての「実践言語」をうまく使い分けることが
大切ではなかろうか。

・松田先生の話題提供から、目的意識あるいは問題意識をもって現場に入ることが重要であることを報告
いただいた。個々の学生が目的意識や問題意識がないままに現場教育を実践すると、現場での活動が単な
る作業に陥ることも考えれそうだ。

・木村先生の話題提供から、地域の教育力を阻害する 19 の要因と、地域の教育力を促進する 26 の要因を
ご紹介いただいた。どのような取り組みによって、地域の教育力が疎外され、促進されたのかについて考
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えていきたい。また、地域の教育力をほとんど有さない地域を対象としても、大学と地域とが連携して実
践教育を取り組むことによって、地域の教育力を高めることができるのかについても考えていきたい。

・山口先生と参加者との対話の中から、災害復興あるいは防災をテーマとした現場教育では、間接的にも
現場に関わるリテラシーを身につけさせることができることを教わった。現場で何をすべきか、あるいは
何をしてはいけないのかを自分事として学べる契機となるからであろう。

・山口先生と参加者との対話の中から、授業運営側は体験を提供することであり、経験を紡ぎ出すのは個々
の学生次第であり、体験に終始せず経験に昇華するためには「言語化」が大切であると教わった。今後は
意識的に現場での活動前後に「言語化」を行い、それを共有することを実践していきたいまた、「言語化」
するための手法として、どのような方法が有用であるかについても考えていきたい。

・山口先生と参加者との対話の中から、「現場で学ぶ」だけが PBL ではなく「現場のために学ぶ」という
ことも列記とした PBL であると紹介いただいた。これらをバランスよく組み合わせることによって、フィー
ルドとデスクを往復した学びにつながるのではなかろうか。

・グループでの対話の中から、現場の教育力を高める最大の要因として、大学と地域との信頼関係を取り
持つことであるという気づきを得ることができた。一方で、参加者からは、大学と地域との連携による現
場教育では資金の切れ目や担当者の異動によって、大学と地域との関係性が断絶するのではないかという
悩みを抱えていることがわかった。後者に対する山口先生からのアドバイスとして、属人性を前提として
関係性をもつことや現場サイドから関わることも有用であることを紹介いただいた。

本フォーラムの話題提供で紹介させていただいた筆者自身が抱える現場教育を実践する上での悩みや葛
藤に対して、意外にも多くの方々が同じような悩みを抱えているということがわかった。こうした悩みを
単に共有するだけでなく、他の話題提供の先生方や参加者との対話の中から、どのようにすれば悩みの克
服につながるかなど、現場教育を実践するための具体的なヒントを数多く知ることができたのは大きな成
果である。こうした機会に参加できたことを改めて感謝するとともに、今後も災害復興支援活動をテーマ
とした現場教育を実践し、同じような悩みを抱える方々と定期的に共有する場を設けていければと思う。
（ryoga@policy.ryukoku.ac.jp）

FDフォーラムに参加して

東京大学大学総合教育研究センター　木村　充

「災害復興支援活動における現場の教育力」というテーマの分科会に、私はコーディネーターという立場
で参加した。松田先生・石原先生の話題提供を受け、私は「現場の教育力」と「リフレクション」という
観点からコメントさせていただいた。

松田先生からは、災害復興支援活動を通しての技術者教育の事例と課題についてご紹介いただいた。高
度化する社会における技術者は、専門的技術を扱える能力だけでなく、専門家の言葉と市民の言葉を相互
に翻訳ができる人材を育成することが重要であることについてご指摘いただいた。

石原先生からは、地域防災の貢献を目指した PBL 科目の授業デザインのご経験についてご紹介いただい
た。大学と受け入れ側が共に課題解決に主体的になれるよう、現場の人々との対話が重要だというご示唆
をいただいた。

両先生の話題提供を受けた私からのコメントとして、まず、二つの話題を繋ぐキーワードの一つとして「地
域の教育力」を提示し、地域の教育力に関する調査結果を報告した。これは、学生の学びを阻害する地域
の要因と、学生の学びを促進する地域の要因を調査したものである。学生を現場に送り込めばどのような
地域であっても学生が勝手に成長するというものではない。学生の学びという観点から言えば、学生に依
存するのではなく、学生を軽視するのでもなく、共に課題解決に取り組む主体となれるよう、地域の側に
も学生を受け入れる姿勢が求められる。

また、二つの話題を繋ぐもう一つのキーワードとして「リフレクション」を提示した。被災地に行って
災害復興支援活動に携われば、誰でも勝手に成長するというものではない。被災地という現場で活動する
ことの自身にとっての意味－－大学での学びにとってどんな意味があるのか？市民としての学びにとって
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どんな意味があるのか？私という人間の形成にとってどんな意味があるのか？－－ただ体験するだけでな
く、活動に参加する意味を考え、自分なりの答えを紡ぎ出すことが大切となる。

東日本大震災以降、数多くの大学が、震災の復興を担う人材として、市民としての役割を担う人材育成
の場として、災害復興支援活動に学生を派遣してきた。数多くの学生が災害復興支援活動に携わることで、
震災の現場を知り、震災を身近な出来事として捉えることができたのではないだろうか。しかし、東日本
大震災も発生から６年が経つ。時間が経つ中で、復興を遂げた部分もあれば、未だ復興の途上である部分
もある。時間が経てば、活動の内容も変わる。活動の内容が変われば、学びの内容・目標も変わる。参加
者との議論の中でも「東日本大震災の記憶が色あせつつある中で、どう災害復興支援活動を継続すれば良
いのか」という疑問があった。震災から６年が過ぎる今、改めて災害復興支援活動での学生の学びについ
て見つめ直す時期がきているのだろう。

FD フォーラムに参加して、教育の実践に関わる方々から素朴な疑問やヒントをいただけたことは、今後
の研究に発展に向けて、大きな成果であったと言えよう。このような貴重な機会を提供してくださった山
口先生や大学コンソーシアム京都の皆様に、深く感謝を申し上げたい。
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第14分科会

報告者
松田　曜子　（長岡技術科学大学　環境社会基盤工学専攻　准教授）
石原　凌河　（龍谷大学　政策学部　講師）

コメンテーター
木村　　 充　（東京大学　大学総合教育研究センター　特任研究員）

コーディネーター
山口　洋典　（立命館大学　共通教育推進機構　准教授）

災害復興支援活動における現場の教育力

1

東日本大震災から約半月が経過した4月1日、文部科学副大
臣は「ボランティア活動のための修学上の配慮」を求める通
知を発表しました。また、平成28年熊本地震から2週間ほど
が経った4月27日、再び文部科学省は高等教育局長により同
種の配慮を求める通知を発表しました。
いわゆる15回授業などを強く指導する方針が貫かれる中
で、大規模災害の発生時には、なぜこのように弾力的な運
用が是とされるのでしょうか。改めて阪神・淡路大震災以
降の学生ボランティアの動きに焦点を当て、非常時において
フィールドで経験する実践的な学びの意味と、日常的にデス
クとフィールドを往復する学びの意義を比較し、アクティブ
ラーニング時代の学びのシステムとスタイルを検討します。

2

3

2012年1月　朝日新聞と大学連携による調査
4
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一定の強度を上回って成長するとき、
不可避的に、その利点を享受しうる
人々よりも多数の人々を、その道具が
作られた目的から遠ざけてしまう
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上町台地コミュニティ・デザイン研究会
「地域を活かす つながりのデザイン」

創元社、2009年

「こんな○○だったら○○の方がましだとい
う陳腐な有用性」にとらわれない

（p.54-55）
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木村 充（東京大学大学総合教育研究センター特任研究員）

大学生の社会参加活動における地域の教育力

ARCS-Vモデル
　　　1)注意（Attention）
　　　2)関連性（Relevance）
　　　3)自信（Confidence）
　　　4)満足感（Satisfaction）
　　　5)意志（Volition）

↓
人間的成長・社会人の自覚・学問的成長

(クレイトンの「DEALモデル」)

22

石原 凌河（龍谷大学政策学部）

災害復興現場と大学教育とをつなぐ2つのアプローチ
「過去の現場」と「現場の主体性」

大学における災害ボランティアセンターの役割
↓

システマティックに動くことができる、が…
大学地域連携の窓口があることの弊害は？

＋
リスクマネジメント（事件・事故）

資源の調達・創出のあり方（特に資金）

23

松田 曜子（長岡技術科学大学環境社会基盤工学専攻）

技術者教育と住民の防災・復興の現場

グローバル教育のはやりの中で…
↓

身近な地域にきちんと入ることも大事
↑

「何が大事」かわからない学生たち

24
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2011 12

2013

…

家を流された人が多く、
自分は家は大丈夫だった
が、夫が流された。もう
すぐ１年だから一周忌を
しようと考えている。家
は２階が大丈夫で直せば
住めるが、どうしたら
よいかどこから考え
たらよいか分からな
い。（2012年2月26日　
70代　女性）

義援金って言ったって、家買えるほどもらえる訳
じゃないし。だから悪口言うようで悪いけど、家
族を亡くした人たちの方が、どんどん新しく家建
てて引っ越して行くんだわ、変な話、生命保険と
か入ってるから。家が残った人だって、土地が低
くて、そこに　　　　　　　　　　　　住めない
とか、移転計　　　　　　　　　　　画とかで
やっぱり駄目　　　　　　　　　　　だし。
（2012年6月17日　
山元・仮設60代男性）

• 

―

• 

• 
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Communicative Survey

• 

• 

• 

• 

on

Observational survey

• 

• 

• 

• 

334

第
14
分
科
会



2011 12

2013

…

家を流された人が多く、
自分は家は大丈夫だった
が、夫が流された。もう
すぐ１年だから一周忌を
しようと考えている。家
は２階が大丈夫で直せば
住めるが、どうしたら
よいかどこから考え
たらよいか分からな
い。（2012年2月26日　
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義援金って言ったって、家買えるほどもらえる訳
じゃないし。だから悪口言うようで悪いけど、家
族を亡くした人たちの方が、どんどん新しく家建
てて引っ越して行くんだわ、変な話、生命保険と
か入ってるから。家が残った人だって、土地が低
くて、そこに　　　　　　　　　　　　住めない
とか、移転計　　　　　　　　　　　画とかで
やっぱり駄目　　　　　　　　　　　だし。
（2012年6月17日　
山元・仮設60代男性）

• 

―

• 

• 
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平成29年3月5日（日）
大学コンソーシアム京都 2016年度第22回FDフォーラム
第14分科会　災害復興支援活動における現場の教育力

龍谷大学政策学部　地域レジリエンス研究室
石原凌河

災害復興現場と大学教育とをつなぐ
２つのアプローチ

－「過去の現場」と「現場の主体性」－

Faculty of Policy Science, Ryukoku University Disaster Reduction & Human Renovation Inst. 

2003年4月～2006年3月　京都市立西京高等学校
2006年4月～2010年3月　関西学院大学総合政策学部総合政策学科
2010年4月～2012年3月　大阪大学大学院工学研究科博士前期課程
2012年4月～2014年3月　大阪大学大学院工学研究科博士後期課程　博士（工学）　　　　
2012年4月～2014年1月　公益財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構　
　　　　　　　　　　　 　 人と防災未来センター震災資料専門員
2014年2月～2014年3月　大阪府立大学地域連携研究機構コーディネーター（ＣＯＣ事業）
2014年4月～2015年3月　大阪府立大学地域連携研究機構特認助教（ＣＯＣ事業）
2015年4月～2016年3月　公益財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構　
　　　　　　　　　　　 　 人と防災未来センター　研究員
2016年4月～現在　　　　 龍谷大学政策学部　講師
2016年4月～現在　　　　 人と防災未来センター　リサーチフェロー

石原　凌河
1987年生まれ　京都府宇治市出身

いしはら　りょうが

発表者の紹介

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Intro.

2

０．現場教育における問題意識

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 3

　○　「現場」教育の増加の意義と弊害
　　・大学COC事業のコーディネート業務／PBL科目の担当経験
　　・学びの面白さを知る上でのPBL科目の有用性
　〇　教育側の課題
　　・現場での学びをシステム化による作業のみの活動
　　・現場で見聞き体験した経験が、あたかも全体を知ったかのような錯覚
　　・遠足に留まるようなPBL教育
　〇　現場側の課題
　　・本来であれば現場が解決すべきはずの課題を、大学側が地域の課題を全て解
　　　決し、地域に貢献してもらえるだろうという幻想
　　・大学等の研究機関への依存化

Topic 「現場」と「教育」との齟齬

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 4

　○　「現場」を言葉に明確化しない災害復興支援活動
　　・「現場」が当たり前となる活動
　　・目の前にいる被災者や被災地と向かうことからスタート
　　・教育側や支援者の一方的な都合を優先して関わることを断じて許されない
〇　災害復興支援活動における現場教育
　　・目の前の被災者や被災地の残酷な現場を肌で感じること
　　・単なる教育活動を超えた経験・・・学びの重要性を改めて考える機会に

「現場」教育と災害復興支援活動をつなぐようなアプローチの必要性

Topic 災害復興支援活動における「現場」とは？

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 5

１．現場教育における問題意識

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 6
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平成29年3月5日（日）
大学コンソーシアム京都 2016年度第22回FDフォーラム
第14分科会　災害復興支援活動における現場の教育力

龍谷大学政策学部　地域レジリエンス研究室
石原凌河

災害復興現場と大学教育とをつなぐ
２つのアプローチ

－「過去の現場」と「現場の主体性」－

Faculty of Policy Science, Ryukoku University Disaster Reduction & Human Renovation Inst. 

2003年4月～2006年3月　京都市立西京高等学校
2006年4月～2010年3月　関西学院大学総合政策学部総合政策学科
2010年4月～2012年3月　大阪大学大学院工学研究科博士前期課程
2012年4月～2014年3月　大阪大学大学院工学研究科博士後期課程　博士（工学）　　　　
2012年4月～2014年1月　公益財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構　
　　　　　　　　　　　 　 人と防災未来センター震災資料専門員
2014年2月～2014年3月　大阪府立大学地域連携研究機構コーディネーター（ＣＯＣ事業）
2014年4月～2015年3月　大阪府立大学地域連携研究機構特認助教（ＣＯＣ事業）
2015年4月～2016年3月　公益財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構　
　　　　　　　　　　　 　 人と防災未来センター　研究員
2016年4月～現在　　　　 龍谷大学政策学部　講師
2016年4月～現在　　　　 人と防災未来センター　リサーチフェロー

石原　凌河
1987年生まれ　京都府宇治市出身

いしはら　りょうが

発表者の紹介

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Intro.

2

０．現場教育における問題意識

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 3

　○　「現場」教育の増加の意義と弊害
　　・大学COC事業のコーディネート業務／PBL科目の担当経験
　　・学びの面白さを知る上でのPBL科目の有用性
　〇　教育側の課題
　　・現場での学びをシステム化による作業のみの活動
　　・現場で見聞き体験した経験が、あたかも全体を知ったかのような錯覚
　　・遠足に留まるようなPBL教育
　〇　現場側の課題
　　・本来であれば現場が解決すべきはずの課題を、大学側が地域の課題を全て解
　　　決し、地域に貢献してもらえるだろうという幻想
　　・大学等の研究機関への依存化

Topic 「現場」と「教育」との齟齬

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 4

　○　「現場」を言葉に明確化しない災害復興支援活動
　　・「現場」が当たり前となる活動
　　・目の前にいる被災者や被災地と向かうことからスタート
　　・教育側や支援者の一方的な都合を優先して関わることを断じて許されない
〇　災害復興支援活動における現場教育
　　・目の前の被災者や被災地の残酷な現場を肌で感じること
　　・単なる教育活動を超えた経験・・・学びの重要性を改めて考える機会に

「現場」教育と災害復興支援活動をつなぐようなアプローチの必要性

Topic 災害復興支援活動における「現場」とは？

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 5

１．現場教育における問題意識

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 6

災害復興現場と大学教育とをつなぐ 2つのアプローチ
－「過去の現場」と「現場の主体性」－

龍谷大学　政策学部　講師　　石原　凌河
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（１）「過去」と「現在」の現場を往還する意義
　　・「過去」の現場の課題は「現在」進行形
　　・「過去」の現場の課題から「現場」の現場の状況を知る学びのあり方

（２）「理論」と「現場」との往還
　　・「過去」の現場における資料、文献の蓄積
　　・「現場」での経験論だけでなく、文献を通した客観的な理解も容易
　　・理論的に考察できるような人材を育成に資する　　
　　・施設の受け入れが容易

Topic 過去をフィールドにすること

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 7

２．現場の主体性

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 8

Topic 

9 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

現場の主体性に関する問題意識

〇　Problem Based Learning（PBL）は本当に現場の課題を解決し
　　ているのだろうか？
　・そもそも現場の課題は、現場の人々が当事者として解決することが求められる
　　のではないだろうか？
　・大学と現場とが協働による現場を変革していく関係まで昇華することが重要。
〇　防災、減災、災害復興分野におけるツール（マニュアル、教材等）
　　を提案する意義とは？
　・実際の現場で使われているものもある一方で、提案されたツールの多くが現場
　　で使われずに終わってしまう事例が大半。
　・現場がすぐに使いたくなくなるほど真に有用なものを開発するアプローチに加
　　え、現場がいかにツールをやり始める流れにもっていき、継続的に展開してい
　　くような大学と現場との協働による試行作業も必要。

○　防災活動のアウトリーチ活動の本来の役割は、専門家による防災教育を基礎
　　として、一般市民が主体的に防災活動を広げることが望ましい
○　「専門家と一般市民」という関係性だけに焦点をしぼり過ぎると、専門家に
　　よる一方的な講演や授業により、本来の防災・減災活動の主役であるはずの
　　当事者から主体性を奪うことにつながりかねない
○　学校教員のほうが地域の特性や事情、教育的な知識や技法について深く理解　　
○　学校教育の現場において防災教育の授業をいわば専門家に「外注する」とい
　　う側面も否めない
○　学校教員自身が防災教育の授業を主体的に取り組む機会を奪っていったこと
　　につながりかねらい

Topic 

10 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

防災教育における
　　　「大学」と「現場」における課題

大学院から継続してきた学校での防災教育活動を継続してきた問題意識

現場との協働関係Topic 

11 

防災研究者 児童・生徒

＜一般的な出前授業の進め方＞

防災の知識や技能の提供

＜本取り組みにおける現場との協働関係＞

防災研究者 学校教員
防災教育を実施する上での留意点の助言
教材活用方法の助言
防災教育のフォローアップ

児童・生徒
防災研究者の助言を踏まえて、
防災の知識や技能の提供

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

防災研究者と学校教員とをうまく連携して、
望ましい防災教育のありかたを構想していくことが求められるのではないか？

Topic 

○　2011年から毎年4～6校の小中学校での
　　防災教育の出前授業を計24校で実施
○　対象となる４校はいずれも南海トラフ巨大地
　　震による浸水想定区域を校区に抱えるエリア

対象小学校の概要

■　南海トラフ巨大地震モデルの第一次報告　
　　阿南市（平成24年8月29日）
○　最大震度：７　　　　
○　津波（１ｍ）到達最短時間：１５分　　
○　最大津波高：１６ｍ（満潮位含む）　
○　死者数：31,000人
　　（徳島県全体、最大のケース適用）
○　建物倒壊：133,000棟
　　（徳島全体、最大のケース適用）

12 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

■　南海トラフ巨大地震の津波浸水想定と学校との位置関係

13 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Topic 

■　短時間で、かつ授業に関わる事前準備や配布教材を必要とすることなく
　　実施が可能であること

■　「クロスロード」の設問そのものを学校教員が自ら作成できるため、
　　学校教員が主体的に授業を発展させやすい

14 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

クロスロードの実施理由

Topic 

（１）＜防災研究者＞（石原）による防災教育授業の実施
　「クロスロード」を題材とした防災教育の出前授業の実施（計４校）
（２）＜学校教員＞を対象とした防災教育授業のフォローアップ研修の実施
　「クロスロード」を実施する上での留意点や教材の活用方法について解説
（３）＜学校教員＞による防災教育授業の実施
　（１）を実施した4校で実施
（４）＜学校教員＞と＜防災研究者＞との意見交換
　（３）を踏まえて、学校教員が主体となった防災教育の展開可能性や、主体的
　な防災教育を実現する上での課題について検討

15

プロジェクトの進め方

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

・阪神・淡路大震災当時に、神戸市の職員が体験をもとに作ったゲーム。

・災害のときに起こりうるできごとを聞いて、自分ならどっちの道を選ぶ
か”YES””NO”で答える。

•  分かれ道：右に行く／左に行く？
•  どっちが正しいのだろう？
•  大切な決断（けつだん）、選択（せんたく）

「クロスロード」ってどういう意味？

Topic （参考）クロスロードとは？

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 16

Topic 

①防災教育授業 ②教員対象
フォローアップ研修 ③教員による防災教育授業実施

実施日 時間 学年 人数 実施日 時間 人数 実施日 時間 学年 人数 意見交換
伊島小学校 11/10 5・6限 全校 9人 11/10 16:00～ 6人 11/11 2・3限 中１ 3人 11:30～

津乃峰小学校 11/12 2・3限 ５年 24人 11/12 16:00～ 15人 12/15 2・3限 ４年 22人 16:00～

橘小学校 11/18 2・3限 ６年 31人 11/18 16:00～ 10人 1/12 2・3限 ５年 15人 16:00～

見能林小学校 12/11 5・6限 ４年 67人 12/11 16:00～ 7人 1/22 5・6限 ６年 6人 16:00～

17 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

実施概要 Topic 

18

時間 学習活動 内容

5分 阿南市が過去に受けた災害

・阿南市が過去に受けた災害（昭和南海地震、チリ地震津波、
　風水害）の振り返り、阿南市が災害を受けやすい場所であ
　ることを認識する。
・先週の発生した地震を示すことで日常から災害の可能性が
　あることを認識する。

5分 クロスロードの導入 ・阪神淡路大震災等の写真や映像など一次資料を提示し、災
　害時のリアリティを持つ。

10分 クロスロードの説明と
例題の実践

・クロスロードのルールを説明する。
・例題（避難所でのペットの扱い）を用いながらゲーム進行
　の理解を深める。
・災害時には、クロスロードでの問題のように、ジレンマの
　場面が起こりうることを認識する。

25分 クロスロードの実践（１）
・問題（地震後に消防団の父親の救助活動への賛否に関する
　問題）を出題する。児童にYes/Noどちらか選んでもらい、
　その理由を尋ねる。

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

防災研究者による授業（１時限目）
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（１）「過去」と「現在」の現場を往還する意義
　　・「過去」の現場の課題は「現在」進行形
　　・「過去」の現場の課題から「現場」の現場の状況を知る学びのあり方

（２）「理論」と「現場」との往還
　　・「過去」の現場における資料、文献の蓄積
　　・「現場」での経験論だけでなく、文献を通した客観的な理解も容易
　　・理論的に考察できるような人材を育成に資する　　
　　・施設の受け入れが容易

Topic 過去をフィールドにすること

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 7

２．現場の主体性

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 8

Topic 

9 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

現場の主体性に関する問題意識

〇　Problem Based Learning（PBL）は本当に現場の課題を解決し
　　ているのだろうか？
　・そもそも現場の課題は、現場の人々が当事者として解決することが求められる
　　のではないだろうか？
　・大学と現場とが協働による現場を変革していく関係まで昇華することが重要。
〇　防災、減災、災害復興分野におけるツール（マニュアル、教材等）
　　を提案する意義とは？
　・実際の現場で使われているものもある一方で、提案されたツールの多くが現場
　　で使われずに終わってしまう事例が大半。
　・現場がすぐに使いたくなくなるほど真に有用なものを開発するアプローチに加
　　え、現場がいかにツールをやり始める流れにもっていき、継続的に展開してい
　　くような大学と現場との協働による試行作業も必要。

○　防災活動のアウトリーチ活動の本来の役割は、専門家による防災教育を基礎
　　として、一般市民が主体的に防災活動を広げることが望ましい
○　「専門家と一般市民」という関係性だけに焦点をしぼり過ぎると、専門家に
　　よる一方的な講演や授業により、本来の防災・減災活動の主役であるはずの
　　当事者から主体性を奪うことにつながりかねない
○　学校教員のほうが地域の特性や事情、教育的な知識や技法について深く理解　　
○　学校教育の現場において防災教育の授業をいわば専門家に「外注する」とい
　　う側面も否めない
○　学校教員自身が防災教育の授業を主体的に取り組む機会を奪っていったこと
　　につながりかねらい

Topic 

10 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

防災教育における
　　　「大学」と「現場」における課題

大学院から継続してきた学校での防災教育活動を継続してきた問題意識

現場との協働関係Topic 

11 

防災研究者 児童・生徒

＜一般的な出前授業の進め方＞

防災の知識や技能の提供

＜本取り組みにおける現場との協働関係＞

防災研究者 学校教員
防災教育を実施する上での留意点の助言
教材活用方法の助言
防災教育のフォローアップ

児童・生徒
防災研究者の助言を踏まえて、
防災の知識や技能の提供

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

防災研究者と学校教員とをうまく連携して、
望ましい防災教育のありかたを構想していくことが求められるのではないか？

Topic 

○　2011年から毎年4～6校の小中学校での
　　防災教育の出前授業を計24校で実施
○　対象となる４校はいずれも南海トラフ巨大地
　　震による浸水想定区域を校区に抱えるエリア

対象小学校の概要

■　南海トラフ巨大地震モデルの第一次報告　
　　阿南市（平成24年8月29日）
○　最大震度：７　　　　
○　津波（１ｍ）到達最短時間：１５分　　
○　最大津波高：１６ｍ（満潮位含む）　
○　死者数：31,000人
　　（徳島県全体、最大のケース適用）
○　建物倒壊：133,000棟
　　（徳島全体、最大のケース適用）

12 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

■　南海トラフ巨大地震の津波浸水想定と学校との位置関係

13 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Topic 

■　短時間で、かつ授業に関わる事前準備や配布教材を必要とすることなく
　　実施が可能であること

■　「クロスロード」の設問そのものを学校教員が自ら作成できるため、
　　学校教員が主体的に授業を発展させやすい

14 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

クロスロードの実施理由

Topic 

（１）＜防災研究者＞（石原）による防災教育授業の実施
　「クロスロード」を題材とした防災教育の出前授業の実施（計４校）
（２）＜学校教員＞を対象とした防災教育授業のフォローアップ研修の実施
　「クロスロード」を実施する上での留意点や教材の活用方法について解説
（３）＜学校教員＞による防災教育授業の実施
　（１）を実施した4校で実施
（４）＜学校教員＞と＜防災研究者＞との意見交換
　（３）を踏まえて、学校教員が主体となった防災教育の展開可能性や、主体的
　な防災教育を実現する上での課題について検討

15

プロジェクトの進め方

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

・阪神・淡路大震災当時に、神戸市の職員が体験をもとに作ったゲーム。

・災害のときに起こりうるできごとを聞いて、自分ならどっちの道を選ぶ
か”YES””NO”で答える。

•  分かれ道：右に行く／左に行く？
•  どっちが正しいのだろう？
•  大切な決断（けつだん）、選択（せんたく）

「クロスロード」ってどういう意味？

Topic （参考）クロスロードとは？

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 16

Topic 

①防災教育授業 ②教員対象
フォローアップ研修 ③教員による防災教育授業実施

実施日 時間 学年 人数 実施日 時間 人数 実施日 時間 学年 人数 意見交換
伊島小学校 11/10 5・6限 全校 9人 11/10 16:00～ 6人 11/11 2・3限 中１ 3人 11:30～

津乃峰小学校 11/12 2・3限 ５年 24人 11/12 16:00～ 15人 12/15 2・3限 ４年 22人 16:00～

橘小学校 11/18 2・3限 ６年 31人 11/18 16:00～ 10人 1/12 2・3限 ５年 15人 16:00～

見能林小学校 12/11 5・6限 ４年 67人 12/11 16:00～ 7人 1/22 5・6限 ６年 6人 16:00～

17 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

実施概要 Topic 

18

時間 学習活動 内容

5分 阿南市が過去に受けた災害

・阿南市が過去に受けた災害（昭和南海地震、チリ地震津波、
　風水害）の振り返り、阿南市が災害を受けやすい場所であ
　ることを認識する。
・先週の発生した地震を示すことで日常から災害の可能性が
　あることを認識する。

5分 クロスロードの導入 ・阪神淡路大震災等の写真や映像など一次資料を提示し、災
　害時のリアリティを持つ。

10分 クロスロードの説明と
例題の実践

・クロスロードのルールを説明する。
・例題（避難所でのペットの扱い）を用いながらゲーム進行
　の理解を深める。
・災害時には、クロスロードでの問題のように、ジレンマの
　場面が起こりうることを認識する。

25分 クロスロードの実践（１）
・問題（地震後に消防団の父親の救助活動への賛否に関する
　問題）を出題する。児童にYes/Noどちらか選んでもらい、
　その理由を尋ねる。

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

防災研究者による授業（１時限目）
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Topic 

時間 学習活動 内容

25分 クロスロードの実践（２）
・東日本大震災発生直後の津波映像を見ながら、問題（津波避
　難に関する問題）を出題する。児童にYes/Noどちらか選ん
　でもらい、その理由を尋ねる。

15分 津波避難に関する
クロスロードの振り返り

・要援護者の立場が異なることによって、救助の向き合い方も
　異なることを理解する。
・津波避難における「自助」の意義について考える。
・学校付近の津波浸水想定図を配布し、自宅や学校等の場所を
　確認し、事前にどのような対策ができるか考える。

5分 クロスロードのまとめ

・クロスロードを通して、災害が発生する前に様々な立場の
　人々と話し合うことや、事前の対策を行うことの重要性を理
　解する。
・小学生が大人を引っ張っていく姿勢を持って、今後起こりう
　る災害に備えていくことの大切さを理解する。

19 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

防災研究者による授業（２時限目）

20

■　学校教員による授業の様子

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Topic 

21

学校教員による授業の変化（２）
－オリジナル教材の活用―

（個人用ホワイトボード：見能林小学校） （クラゲチャートと黒板に名前を記入：津乃峰小学校）

（模造紙の活用：伊島中学校） （ＮＨＫアーカイブによる映像資料の活用：橘小学校）
Faculty of Policy Science, Ryukoku University 22

■　学校教員によるオリジナル配布資料（津乃峰小学校）

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Topic 

23

学校教員による授業の変化（３）
－クロスロードの設問の変化―

先生に頼まれて、友達と２人で理科室に用具を取りに行きました。そのときに大きな地震が起こり、
あなたは、机の下に逃げこみ無事でしたが、友達は大きな棚の下敷きになってケガもしています。ま
た大きなゆれが起きました。「あなたは、すぐに友達を助けようとしますか？」【見能林小学校】

大地震が起こりました。家がこわれ、避難所である体育館でしばらく生活することになりました。
体育館では、伊島じゅうのみなさんが生活します。少しでも、一家族のスペースを広くしようとする
と、「仕切り」がない方がよいですが，プライバシーも大切です。「あなたは、仕切りを作ることに
賛成しますか？」【伊島小学校】

休みの日に、お母さんたちがアピカに買い物に行って、一人で留守番をしていました。帰ってくると
言っていた時間を少し過ぎた頃、大地震が起きました。タンスやいろいろなものがたおれましたが、
運よくケガはしていません。「あなたはすぐに避難所に行きますか？」【橘小学校】

学校でクロちゃんのお世話をしているとき、地震が起こり津波警報が出ました。すぐに避難しなけれ
ばなりません。「あなたは、クロちゃんを避難所へ連れていますか？」【津乃峰小学校】

４校ともに児童に伝わりやすいローカルな設問を学校教員が作成の上、授業で実践
Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Topic 

24

学校教員による授業の変化（４）
－南海トラフ巨大地震の発生確率―

天気予報→ 30年以内に
起こる確率 ６０～７０％今日午後

７０％
○　伊島小学校と橘小学校では、学校に置き傘をしている児童が多いことや、雨が降れば走ってす
　　ぐに帰ることができる土地柄であるため、当該小学校では降水確率の例えは、児童には十分に
　　伝わらないことが確認できた。
○　学校教員による伊島中学校の授業では、児童になじみがある離島と本島を結ぶ定期船が欠航す
　　る頻度を引き合いに出して説明がなされていた。

→

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Topic 

25

学校教員による授業の変化（５）
－学校教員から防災研究者への指摘―

○　複数の学校で防災研究者による授業の様子を見ていた学校教員から、授業後
　　の意見交換の際に、父親がいない児童への配慮が欠けているとの指摘を受けた。
○　防災研究者は、防災・減災という観点を最重要視して「クロスロード」の設
　　問を検討していたため、児童への教育的な配慮については見通すことができて
　　いなかった。

自宅で地震にあいました。近所の消防団に参加しているお父さんが、住民の救助を
するために家からはなれると家族に伝えましたが、自分や家族の安全も大切です。

あなたは、お父さんが救助に行くことをさんせいしますか？

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

学校教員からの意見（１）
－防災研究者の授業後の意見交換―

Topic 

26

■　多様な価値観に触れられ、かつその中で新しい発見があるような問題設定を自分でするのは
　　大変難しいと感じた。【伊島小学校】　
■　自分の考えをはっきりさせることで、状況判断ができる。もしもの時のことを具体例に考える
　　ことができるので、防災授業できると思います。【見能林小学校】

Ｑ１　本日の授業（防災研究者による授業）を見て、防災教育授業が
　　　実際にできそうでしょうか？

■　教員がノウハウを知らない。今回のようなワークショップ型や体験型などの切り口を知ること
　　がスタートだと思う。だから今回のフォローアップ研修はとても有効で大切なことだと考える。
　　【伊島小学校】
■　犠牲者数や被害想定といった防災に関する情報について児童に適切に伝えても良いのかが不安　　
　　を抱える。【橘小学校】

Ｑ２　実際に防災教育授業を行う場合の課題は？

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Topic 

Disaster Reduction and Human Renovation Inst.27

■　子供たちの実態を踏まえ、その子供たちにぴったりくる問題が設定されるべきだと思います。
　　教職員の専門性を高めるうえでも、この授業形態は、効果的だと感じたので、ぜひ活用したい
　　と考えています。【津乃峰小学校】
■　今回のように、２時間続きで取るよりも、短時間で取り組ませて、時間をおいて何度も取り組
　　ませるほうがより考えが深まるのではないかと感じた。【伊島小学校】

Ｑ３　学校教員による防災教育授業を実施した感想は？

学校教員からの意見（２）
－学校教員の授業後の意見交換―

■　クロスロードの取り組みであれば比較的ハードルが低く実践できると思うし、教育活動の色々
　　な場面で取り組むことができると思うので、ぜひ取り組んでいきたいと思う。【伊島小学校】
■　本校の現状や、地形、子供や家庭の意識の変容に応じて、来年度以降も継続して防災教育を実
　　践していくべきだと思いました。【津乃峰小学校】

Ｑ４　来年度以降も実際に防災教育に取り組んでいきたいでしょうか？

本取り組みの成果Topic 

■　防災研究者と学校教員との学校防災教育の実践により、学校教員が児童に理解
　　しやすいローカルなことばで説明しようとする構えや、学校教員が防災教育に
　　対して主体的に取り組もうとする意思が示唆された。

■　防災研究者に対しても、児童が理解しやすい教材に改編するよう要請する動き
　　も見られ、防災研究者と学校教員の双方が防災教育のベターメントに向けて共
　　に実践しようとする姿勢が伺えるようになった。

■　本章で示した防災研究者と学校教員との協働体制を構築することにより、
　　学校教員が現場で抱える課題についてサポートしやすくなる。

28 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

※　震災 20 年研究会（渥美公秀，石原凌河，近藤誠司，杉山高志，住田功一，高野尚子，高森順子，宮本匠，矢守克也）『ことばをめぐる実践と　
　　考察』日本災害復興学会学会誌『復興』第15号，pp.23-31，2016年3月

大学と地域連携への示唆Topic 

29

〇　大学が有する専門的な知識やそれを踏まえた押し付けのような提
　　案だけに終始せず、地域で広く水平展開するための仕組みづくり
　　や、教育の受け入れ側としての現場の主体性を高めるための関係
　　づくりまで範疇とすることが必要。
〇　大学と現場とが地域をより良く変えていく主体となるような関係
　　を構築することが必要。
〇　「教育」の側面を強調するだけでなく、現場を本気で変革するに
　　はどうすればいいかというような「問い」を立てることを念頭に
　　した現場教育を行うことが大切。　　

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

ご清聴ありがとうございました

ryoga@policy.ryukoku.ac.jp 

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 30
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Topic 

時間 学習活動 内容

25分 クロスロードの実践（２）
・東日本大震災発生直後の津波映像を見ながら、問題（津波避
　難に関する問題）を出題する。児童にYes/Noどちらか選ん
　でもらい、その理由を尋ねる。

15分 津波避難に関する
クロスロードの振り返り

・要援護者の立場が異なることによって、救助の向き合い方も
　異なることを理解する。
・津波避難における「自助」の意義について考える。
・学校付近の津波浸水想定図を配布し、自宅や学校等の場所を
　確認し、事前にどのような対策ができるか考える。

5分 クロスロードのまとめ

・クロスロードを通して、災害が発生する前に様々な立場の
　人々と話し合うことや、事前の対策を行うことの重要性を理
　解する。
・小学生が大人を引っ張っていく姿勢を持って、今後起こりう
　る災害に備えていくことの大切さを理解する。

19 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

防災研究者による授業（２時限目）

20

■　学校教員による授業の様子

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Topic 

21

学校教員による授業の変化（２）
－オリジナル教材の活用―

（個人用ホワイトボード：見能林小学校） （クラゲチャートと黒板に名前を記入：津乃峰小学校）

（模造紙の活用：伊島中学校） （ＮＨＫアーカイブによる映像資料の活用：橘小学校）
Faculty of Policy Science, Ryukoku University 22

■　学校教員によるオリジナル配布資料（津乃峰小学校）

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Topic 

23

学校教員による授業の変化（３）
－クロスロードの設問の変化―

先生に頼まれて、友達と２人で理科室に用具を取りに行きました。そのときに大きな地震が起こり、
あなたは、机の下に逃げこみ無事でしたが、友達は大きな棚の下敷きになってケガもしています。ま
た大きなゆれが起きました。「あなたは、すぐに友達を助けようとしますか？」【見能林小学校】

大地震が起こりました。家がこわれ、避難所である体育館でしばらく生活することになりました。
体育館では、伊島じゅうのみなさんが生活します。少しでも、一家族のスペースを広くしようとする
と、「仕切り」がない方がよいですが，プライバシーも大切です。「あなたは、仕切りを作ることに
賛成しますか？」【伊島小学校】

休みの日に、お母さんたちがアピカに買い物に行って、一人で留守番をしていました。帰ってくると
言っていた時間を少し過ぎた頃、大地震が起きました。タンスやいろいろなものがたおれましたが、
運よくケガはしていません。「あなたはすぐに避難所に行きますか？」【橘小学校】

学校でクロちゃんのお世話をしているとき、地震が起こり津波警報が出ました。すぐに避難しなけれ
ばなりません。「あなたは、クロちゃんを避難所へ連れていますか？」【津乃峰小学校】

４校ともに児童に伝わりやすいローカルな設問を学校教員が作成の上、授業で実践
Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Topic 

24

学校教員による授業の変化（４）
－南海トラフ巨大地震の発生確率―

天気予報→ 30年以内に
起こる確率 ６０～７０％今日午後

７０％
○　伊島小学校と橘小学校では、学校に置き傘をしている児童が多いことや、雨が降れば走ってす
　　ぐに帰ることができる土地柄であるため、当該小学校では降水確率の例えは、児童には十分に
　　伝わらないことが確認できた。
○　学校教員による伊島中学校の授業では、児童になじみがある離島と本島を結ぶ定期船が欠航す
　　る頻度を引き合いに出して説明がなされていた。

→

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Topic 

25

学校教員による授業の変化（５）
－学校教員から防災研究者への指摘―

○　複数の学校で防災研究者による授業の様子を見ていた学校教員から、授業後
　　の意見交換の際に、父親がいない児童への配慮が欠けているとの指摘を受けた。
○　防災研究者は、防災・減災という観点を最重要視して「クロスロード」の設
　　問を検討していたため、児童への教育的な配慮については見通すことができて
　　いなかった。

自宅で地震にあいました。近所の消防団に参加しているお父さんが、住民の救助を
するために家からはなれると家族に伝えましたが、自分や家族の安全も大切です。

あなたは、お父さんが救助に行くことをさんせいしますか？

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

学校教員からの意見（１）
－防災研究者の授業後の意見交換―

Topic 

26

■　多様な価値観に触れられ、かつその中で新しい発見があるような問題設定を自分でするのは
　　大変難しいと感じた。【伊島小学校】　
■　自分の考えをはっきりさせることで、状況判断ができる。もしもの時のことを具体例に考える
　　ことができるので、防災授業できると思います。【見能林小学校】

Ｑ１　本日の授業（防災研究者による授業）を見て、防災教育授業が
　　　実際にできそうでしょうか？

■　教員がノウハウを知らない。今回のようなワークショップ型や体験型などの切り口を知ること
　　がスタートだと思う。だから今回のフォローアップ研修はとても有効で大切なことだと考える。
　　【伊島小学校】
■　犠牲者数や被害想定といった防災に関する情報について児童に適切に伝えても良いのかが不安　　
　　を抱える。【橘小学校】

Ｑ２　実際に防災教育授業を行う場合の課題は？

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

Topic 

Disaster Reduction and Human Renovation Inst.27

■　子供たちの実態を踏まえ、その子供たちにぴったりくる問題が設定されるべきだと思います。
　　教職員の専門性を高めるうえでも、この授業形態は、効果的だと感じたので、ぜひ活用したい
　　と考えています。【津乃峰小学校】
■　今回のように、２時間続きで取るよりも、短時間で取り組ませて、時間をおいて何度も取り組
　　ませるほうがより考えが深まるのではないかと感じた。【伊島小学校】

Ｑ３　学校教員による防災教育授業を実施した感想は？

学校教員からの意見（２）
－学校教員の授業後の意見交換―

■　クロスロードの取り組みであれば比較的ハードルが低く実践できると思うし、教育活動の色々
　　な場面で取り組むことができると思うので、ぜひ取り組んでいきたいと思う。【伊島小学校】
■　本校の現状や、地形、子供や家庭の意識の変容に応じて、来年度以降も継続して防災教育を実
　　践していくべきだと思いました。【津乃峰小学校】

Ｑ４　来年度以降も実際に防災教育に取り組んでいきたいでしょうか？

本取り組みの成果Topic 

■　防災研究者と学校教員との学校防災教育の実践により、学校教員が児童に理解
　　しやすいローカルなことばで説明しようとする構えや、学校教員が防災教育に
　　対して主体的に取り組もうとする意思が示唆された。

■　防災研究者に対しても、児童が理解しやすい教材に改編するよう要請する動き
　　も見られ、防災研究者と学校教員の双方が防災教育のベターメントに向けて共
　　に実践しようとする姿勢が伺えるようになった。

■　本章で示した防災研究者と学校教員との協働体制を構築することにより、
　　学校教員が現場で抱える課題についてサポートしやすくなる。

28 Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

※　震災 20 年研究会（渥美公秀，石原凌河，近藤誠司，杉山高志，住田功一，高野尚子，高森順子，宮本匠，矢守克也）『ことばをめぐる実践と　
　　考察』日本災害復興学会学会誌『復興』第15号，pp.23-31，2016年3月

大学と地域連携への示唆Topic 

29

〇　大学が有する専門的な知識やそれを踏まえた押し付けのような提
　　案だけに終始せず、地域で広く水平展開するための仕組みづくり
　　や、教育の受け入れ側としての現場の主体性を高めるための関係
　　づくりまで範疇とすることが必要。
〇　大学と現場とが地域をより良く変えていく主体となるような関係
　　を構築することが必要。
〇　「教育」の側面を強調するだけでなく、現場を本気で変革するに
　　はどうすればいいかというような「問い」を立てることを念頭に
　　した現場教育を行うことが大切。　　

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 

ご清聴ありがとうございました

ryoga@policy.ryukoku.ac.jp 

Faculty of Policy Science, Ryukoku University 30
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発表を受けてコメント？
東京大学　大学総合教育研究センター　特任研究員　　木村　　充

ARCS-V
1. Attention

2. Relevance

2. Confidence

4. Satisfaction

5. Volition

What?

 Now What?

 So What?
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